
 

 

 

 

件 名 平成３１年度予算案の概要について            

 

１ 概要 

平成３１年度予算編成に当たりましては、地方創生に対する取組の充実、強化

を図る年とするため、第５次総合振興計画に掲げるシンボルプロジェクトを「オ

ール飯能」体制で全力で着実に実行するとともに、積極的な財政出動、協働によ

るまちづくり、行政改革の３つを柱に市政運営を進め、「住んで良かった」「訪れ

て良かった」と思っていただけるまちを築く、そして、市民の幸せと発展都市へ

の飛躍を実現することを心がけたところでございます。 

一般会計は、前年度比４.９％増の２９０億５,０００万円を計上し、８の特別会

計と平成３１年度から公営企業化する下水道事業を含めた２の企業会計を合わせ

た予算総額は、前年度比６.８％増の５４２億６,６２０万１,０００円を計上いた

しました。 

 

２ 内容 

（単位：千円） 

 平成３１年度 平成３０年度 増 減 率 

一 般 会 計 29,050,000 27,700,000 1,350,000 4.9％ 

特別会計合計 18,116,299 19,875,471 △1,759,172 △8.9％ 

企業会計合計 7,099,902 3,243,671 3,856,231 118.9％ 

総    額 54,266,201 50,819,142 3,447,059 6.8％ 

 

平成３１年度予算の特徴的な事項は次のとおりです。（別紙参照） 

（総務費）住民票等コンビニ交付サービス開始         43,222 千円 

（民生費）０歳児おむつ無償化               26,662 千円 

（商工費）がんばる商店街等応援補助制度の創設        7,000 千円 

（土木費）トーベ・ヤンソンあけぼの子どもの森公園周辺の魅力と利便性向上 137,396 千円                     

（土木費）地方創生推進交付金を活用した移住定住支援    10,020 千円 

（消防費）防災行政無線のデジタル化など地域防災力の向上  205,866 千円 

（教育費）教育ＩＣＴ環境の整備                 78,283 千円 

 

 
担当者 財政課長 奥 

連絡先 ℡042-973-2111 

（内線 320） 
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平 成 ３ １ 年 度 予 算 会 計 別 一 覧

（単位 : 千円）

会 計 区 分 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額
比 較

金 額 増 減 率 （ ％ ）

一 般 会 計 29,050,000 27,700,000 1,350,000 4.9

特 別 会 計 18,116,299 19,875,471 △ 1,759,172 △ 8.9

内

訳

国 民 健 康 保 険 9,026,349 8,659,457 366,892 4.2

内

訳

事 業 勘 定 8,880,349 8,506,232 374,117 4.4

南 高 麗 診 療 所 勘 定 78,041 79,580 △ 1,539 △ 1.9

名 栗 診 療 所 勘 定 67,959 73,645 △ 5,686 △ 7.7

笠 縫 土 地 区 画 整 理 682,098 761,137 △ 79,039 △ 10.4

双 柳 南 部 土 地 区 画 整 理 236,761 256,711 △ 19,950 △ 7.8

岩 沢 北 部 土 地 区 画 整 理 346,153 278,445 67,708 24.3

岩 沢 南 部 土 地 区 画 整 理 527,098 397,958 129,140 32.5

介 護 保 険 6,229,839 6,287,807 △ 57,968 △ 0.9

後 期 高 齢 者 医 療 1,011,446 988,579 22,867 2.3

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 56,555 59,842 △ 3,287 △ 5.5

下 水 道 － 2,117,537 － 皆減

特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 － 67,998 － 皆減

水 道 事 業 会 計 3,031,729 3,243,671 △ 211,942 △ 6.5

下 水 道 事 業 会 計 4,068,173 － － 皆増

総 計 54,266,201 50,819,142 3,447,059 6.8



予算額の推移（一般会計）
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① 当初予算額の推移

＜単位 ： 千円＞

年 度 当初予算額
前 年 度 比 較

金 額 増 減 率

３１年度 29,050,000 1,350,000 4.9％

３０年度 27,700,000 △ 5,100,000 △ 15.5％

２９年度 32,800,000 2,250,000 7.4％

２８年度 30,550,000 2,050,000 7.2％

２７年度 28,500,000 500,000 1.8％

２６年度 28,000,000 800,000 2.9％

２５年度 27,200,000 550,000 2.1％

２４年度 26,650,000 750,000 2.9％

２３年度 25,900,000 △ 3,200,000 △ 11.0％

２２年度 29,100,000 5,400,000 22.8％



一般会計歳入の構成
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＜単位 ： 千円＞

歳 入 項 目 予 算 額 構 成 比

市 税 12,229,841 42.1%

国 庫 支 出 金 3,913,942 13.5%

地 方 交 付 税 3,270,000 11.3%

市 債 2,114,100 7.3%

県 支 出 金 1,656,918 5.7%

繰 入 金 1,629,673 5.6%

そ の 他 4,235,526 14.6%

歳 入 合 計 29,050,000 100.0%

【その他の内訳】
地 方 消 費 税 交 付 金 1,360,000 4.7%

繰 越 金 800,000 2.8%

諸 収 入 576,943 2.0%

使 用 料 及 び 手 数 料 356,732 1.2%

分 担 金 及 び 負 担 金 298,584 1.0%

地 方 譲 与 税 238,000 0.8%

寄 附 金 151,312 0.5%

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 142,000 0.5%

配 当 割 交 付 金 65,000 0.2%

地 方 特 例 交 付 金 65,000 0.2%

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 59,000 0.2%

自 動 車 取 得 税 交 付 金 41,000 0.1%

財 産 収 入 38,955 0.2%

環 境 性 能 割 交 付 金 17,000 0.1%

利 子 割 交 付 金 16,000 0.1%

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 10,000 0.0%

【主な歳入】

・地方創生道整備推進交付金 351,614千円（国庫支出金）

・社会資本整備総合交付金 169,981千円（国庫支出金）

・防衛施設周辺防音事業補助金 114,149千円（国庫支出金）

・子ども・子育て支援交付金 86,926千円（国庫支出金）

・観光寄附金 130,000千円（寄附金）



一般会計歳出の構成
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＜単位 ： 千円＞

歳 出 項 目 予 算 額 構 成 比

民 生 費 10,883,067 37.5%

土 木 費 3,970,651 13.7%

総 務 費 3,528,614 12.1%

公 債 費 2,562,740 8.8%

衛 生 費 2,546,884 8.8%

教 育 費 2,511,432 8.6%

消 防 費 1,542,430 5.3%

そ の 他 1,504,182 5.2%

歳 出 合 計 29,050,000 100.0%

【その他の内訳】

商 工 費 654,826 2.3%

農 林 水 産 業 費 354,876 1.2%

議 会 費 242,356 0.8%

諸 支 出 金 200,000 0.7%

予 備 費 40,000 0.1%

労 働 費 12,123 0.1%

災 害 復 旧 費 1 0.0%

【主な歳出】

・小岩井元小岩井線改良事業 350,000千円（土木費）

・旧ごみ処理施設解体事業 273,988千円（衛生費）

・防災行政無線再整備事業 205,553千円（消防費）

・基幹系システム運用事業 203,674千円（総務費）

・ふるさとはんのう応援事業 93,435千円（総務費）
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１　　タブレット連携議場モニターの導入　　【議会費】 ７　　がんばる商店街等応援補助制度の創設　　【商工費】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議会総務課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（産業振興課）

２　　ＲＰＡの試験的導入　　【総務費】 ８  トーベ・ヤンソンあけぼの子どもの森公園周辺の魅力と利便性向上【土木費、民生費】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（情報戦略課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（道路公園課、子育て支援課）

３　　住民票等コンビニ交付サービス開始　　【総務費】 ９　　地方創生推進交付金を活用した移住定住支援の充実　　【土木費】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（情報戦略課、市民課、市民税課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（まちづくり推進課）

４　　在住外国人相談事業の開始　　【総務費】 １０　防火地域・準防火地域の指定　　【土木費】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地域活動支援課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（まちづくり推進課）

５　　公共交通空白地有償運送支援事業補助制度の創設　　【総務費】 １１　防災行政無線のデジタル化などによる地域防災力の向上　　【消防費】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（交通政策室） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（危機管理室）

６　　民間保育園・幼稚園の認定こども園化への補助　　【民生費】 １２　放課後子ども教室の運営開始　　【教育費】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（生涯学習課）

　・　地域の特性に配慮した輸送手段を構築し、地域住民のおでかけの足を確保するＮＰＯ法人等の
      取組を支援するための補助制度を創設する。

　・　防災行政無線をデジタル化し、山間部でも届きやすく聞こえやすい方式に再整備する。
　・　地域の防災活動のリーダーとなる人材育成のため、防災士資格取得者へ補助を行う。

　・　予算額　（保育所等支援事業）　　               　１４４，０６２千円　 　・　予算額　（青少年健全育成事業）　　      　　 　   　１，３３０千円
　・　認定こども園へ移行する民間保育園、幼稚園へ補助を行い、幼児教育や保育を提供する機能の
　　  充実を図る。

　・　勉強やスポーツ、文化芸術活動、地域住民との交流活動等を通じて、子どもたちが地域社会の
　　　中で心豊かに育まれる環境づくりを推進する。

　・　予算額　（国際交流推進事業）　　                        　２５２千円　 　・　予算額　（都市計画管理事業）　　　         　　　    １，２８７千円　
　・　各種相談時における英語、スペイン語対応の相談員を配置し、在住外国人に配慮した相談事業を
      開始する。

　・　飯能駅・東飯能駅周辺の中心市街地ゾーンに防火地域・準防火地域を指定することで不燃化を
　　  図り、防災のまちづくりを推進する。

　・　予算額　（公共交通対策事業）　　　                    １，５００千円　 　・　予算額　（防災行政無線再整備事業、消防団事業、自主防災組織育成事業）　　２０５，８６６千円

　・　RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）を一部の定型業務（人手と時間を要する非システム
      化領域の業務）に導入し、職員の業務負荷軽減やミス防止の効果を図る。

　・　わんぱく池の改修工事とライトアップに伴う開園時間の延長により、更なる魅力の向上を図る。
　・　公園入口の交差点化と駐車場の拡張工事により、公園利用者の利便性向上を図る。

　・　予算額　（基幹系システム運用事業ほか）　　　　４３，２２２千円 　・　予算額　（移住定住支援補助事業）　　　 　　 　  １０，０２０千円　
　・　コンビニエンスストアでマイナンバーカードを利用して住民票の写しや印鑑登録証明書等が取得
      できる交付サービスを導入する。

　・　東京圏から本市に移住し、県のマッチングサイトに登録した中小企業等への就職者に対して地方
      創生推進交付金を活用した支援を行うことで、移住定住を推進する。

　・　予算額　（議会運営事業）　　　　                        １，０９３千円          　・　予算額　（商工業団体支援事業）　　　     　　　    ７，０００千円　
　・　議員が使用しているタブレット端末と議場に設置する大型モニターを連携させ、傍聴者にわかり
      やすく、開かれた議会運営を行う。

　・　商店街等が実施するイベントやインバウンド対策（キャッシュレス化、多言語対応など）を支援する
　　　ための補助制度を創設する。

　・　予算額　（ICT推進事業）　　　　                         ４，４００千円 　・　予算額　（道路改良事業、都市回廊空間整備事業、公園緑地管理事業ほか）　　１３７，３９６千円

平成３１年度予算の主な新規事業
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１　　ふるさとはんのう応援事業（継続）　　【総務費】 ７　　鳥獣被害対策事業（拡充）　　【農林水産業費】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（賑わい創出課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（鳥獣被害対策室）

２　　戦略的シティプロモーションの推進（拡充）　　【総務費】 ８　　訪日外国人をターゲットにしたプロモーション（継続）　　【商工費】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（情報戦略課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（観光・エコツーリズム推進課）

３　　放課後児童対策事業（拡充）　　【民生費】 ９　　道路改良事業（継続）　　【土木費】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保育課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（道路公園課）

４　　０歳児おむつ無償化事業（継続）　　【民生費】 １０　奥武蔵小学校、加治小学校の施設改修（継続）　　【教育費】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（子育て支援課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（教育総務課）

５　　子ども医療給付事業（継続）　　【民生費】 １１　学校におけるＩＣＴ環境の整備（拡充）　　【教育費】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保険年金課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（学校教育課）

６　　コウノトリ事業（拡充）　　【衛生費】 １２　土地区画整理事業（継続）　　【土地区画整理特別会計】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（健康づくり支援課） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（区画整理課）

　・　予算額　（子ども医療給付事業）　　　　　　 　２３３，１７７千円　 　・　予算額　（小・中学校情報教育推進事業、校務ＩＣＴ推進事業）　　　　　　７８，２８３千円

　・  ふるさと納税を積極的に展開するため、市の特産品をはじめとした返礼品を充実させる。

　・  様々な媒体を使った広告宣伝を積極的に行い、認知度の向上を目指す。

　・　放課後児童対策へのニーズの高まりから児童クラブの分割等を行い、受入人数の拡大を図る。

　・　障害児を受け入れているクラブや小規模なクラブへの支援を行う。

　・　０歳児の健やかな成長を願い、保護者を対象におむつ等の育児用品購入に対して助成を行う。

　

　・　中学３年生までの医療費の支給により、経済的負担を軽減し、子どもの保健の向上を図る。

　・　予算額　（放課後児童対策事業）　　　　　　 ３０１，０６１千円 　・　予算額　（道路改良事業）　　　　　　　　　　　２７９，８７７千円　

　・　教育用コンピュータの整備推進とともに校務支援システムを導入し、更なる校務の効率化を図る。
　・　タブレット端末を授業に導入し、主体的、対話的で深い学びの実現に向けたツールとして活用する。

　・　予算額　（コウノトリ事業）　　　　　　　　　　　　　 ６，８２６千円　 　・　予算額　（土地区画整理管理費、土地区画整理事業）　     　　　　　１，４１０，６９５千円
　・　少子化対策の一環として、不妊治療及び検査を受ける夫婦に対して費用の一部を助成する。
　　　また、不育症の治療を推進するために不育症検査費の一部助成を開始する。

　・　土地区画整理事業に係る設計、建物移転、造成工事、道路整備工事などを実施する。
　　　（平成３０年度からの繰越分１３１，４００千円、平成３１年度事業分１，２７９，２９５千円）

　・　予算額　（０歳児おむつ無償化事業）　　　　　 ２６，６６２千円 　・　予算額　（小学校施設管理事業<繰越分含む>）　　　   　　　　　　　　   ３８３，２４６千円　
　・　奥武蔵小学校のトイレ及び外壁等の改修を行う。（平成３０年度からの繰越分２０３，０００千円）
　・　加治小学校の空調設備を改修するなど児童の安心安全な学校生活環境を整備する。

　・　国内のホテルや外国人向けの日本旅行を企画する会社などへの働きかけにより、訪日外国人の
　　  来飯にダイレクトにつながるプロモーションを展開する。

　・　道路交通の安全性や利便性の向上、交流人口の増加に寄与する交通ネットワークや生活環境の
　　　整備を推進する。

　・　予算額　（ふるさとはんのう応援事業）　　　　　９３，４３５千円 　・　予算額　（鳥獣被害対策事業）　              　　１７，２８０千円　

　・　予算額　（広報発行事業、市ホームページ運営事業、情報メディア発信事業）　　　　３５，０２９千円 　・　予算額　（観光推進事業）　　　　　　　　　　　　  ３，３００千円　

　・　鳥獣被害対策実施隊員（専門員）を３人に増員し、鳥獣被害対策を強化する。

　・　ＬＰＷＡを活用したＩｏＴネットワーク（デバイス付きわなの設置）により、鳥獣捕獲の効率化を図る。

　・　市所有であるホームページや拡散力の高いまとめサイトなどのＷｅｂメディアを利用するなど
　　　メディア特性を生かした情報発信を行う。

平成３１年度予算の主な継続・拡充事業


